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1. 本業務の背景、目的及び実施体制 
1.1. 背景および目的 
令和３年（2021 年）11 月に開催された気候変動枠組条約第 26 回締約国会議

（COP26）の合意文書を以て、産業革命前からの気温上昇を 1.5℃に抑えるこ

とが、世界の新たな目標として確認された。この目標達成には、各国におい

て、州、市、区等、様々なレベルにおいて取組を加速させることが必要不可欠

である。日本でも、2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにし、

脱炭素社会を目指すことが宣言され、CO2 排出実質ゼロを宣言する自治体は

600 以上（2022 年４月 30 日現在）にまで急増しており、令和３年（2021 年）6
月に策定された地域脱炭素ロードマップの下、先進的な対策を各地で創出し、

全国に拡大するような取組が進められている。 
このとおり具体的な地域の気候変動対策・プロジェクトを検討・実施するう

えで、都市や自治体の役割は重要性を増している。世界全体での脱炭素社会の

実現に向けては、特に経済成長が著しいアジアにおいて、持続可能な脱炭素社

会構築への動きを加速させることが必要であり、社会経済の発展を支える活動

の場である都市の脱炭素化に向けて、国際的にも都市の取組を支援する動きが

強化されてきている。 
また、現下の新型コロナウイルス感染拡大の状況下において、都市は感染拡

大関連の課題に対処すると同時に、持続可能な開発を達成するための新たな方

策についての再調整や検討を迫られており、都市間の連携による新たな手法、

新たな都市の構築が極めて重要である。本事業では、日本の研究機関・民間企

業・大学等が、脱炭素・低炭素社会形成に関する経験やノウハウ等を有する本

邦都市とともに、海外自治体等における脱炭素・低炭素社会形成への取組、お

よび脱炭素・低炭素社会の形成に寄与する設備の導入を支援するための調査事

業を実施する。 
本調査では、パラオ共和国アイライ州（以下「アイライ州」という）で高い

需要のある再エネ・省エネ技術を始めとした環境配慮の街づくりに対し、沖縄

県浦添市が同市の経験を活かしつつ、再生可能エネルギーの普及と主力化を目

指した脱炭素化の支援を行うものである。 
具体的には、浦添市と包括連携協定を結ぶ沖縄電力グループ会社のシード沖

縄合同会社の協力を得て、同社グループが浦添市において展開する第三者所有

型の太陽光パネルおよび蓄電池無償設置サービス「PV-TPO」の普及を検討す

る。また、可倒式風力発電のパラオ国への技術の導入および普及を通じ、再生

可能エネルギーの利用拡大を目指す。さらに、分散型電源や可制御負荷の遠隔

監視・制御の実証に取り組む市内企業ネクステムズの協力を得て、再エネ主力
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化の検討を行い、将来的な温室効果ガス排出量の削減を検討する。これらの導

入段階にあたっては、JCM 設備補助事業の活用を想定する。それぞれの案件形

成において、本調査においては以下の活動を実施する。 
 
① 第三者所有型の太陽光パネルおよび蓄電池無償設置サービス（PV-TPO） 

2025 年までに再生可能エネルギーを 45％に達成する目標のもと、パラオ

では大型の太陽光 IPP が計画されているが、再エネの普及に向けては需要家

側での自家消費型太陽光発電の普及が必要不可欠であり、第三者所有型の太

陽光パネルおよび蓄電池無償設置サービス（PV-TPO）は有効な施策と考え

られる。特にパラオ国で主流のルーフトップ型については、2025 年には現状

の 3 倍である 3MW の導入を推定し、現在は導入が遅れている蓄電池につい

ても 2025 年には 9.4MWh とする目標を有しており、整備を推し進めてい

る。さらにアイライ州には公立学校を始めとした公的施設や商業・工業施設

が多いため、浦添市で実績のある第三者所有型の太陽光パネルおよび蓄電池

無償設置サービス（PV-TPO）をアイライ州において横展開する際、州政府

の協力の下で実行が期待される。なお、取組内容及びスキームを資料１-P8
に示す。 

 

 
図 1 浦添市において実施された PV-TPO 事業概要 

 
本調査においては、以下の項目の調査を通じて、実現可能性と効果を検討

する。 
 

 アイライ州における太陽光発電普及施策に係る政策の整理 
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 ポテンシャルサイトの特定および導入規模の算出 
 PV-TPO サービス実施主体となる現地事業者の探査 

 
② 可倒式風力分野 

パラオでは豊富な風力資源はあるものの、台風の通過の多発や修繕のでき

る技術者の不足等離島に特徴的な課題を有しており、風力発電の普及は進ん

でいない。沖縄電力の可倒式風力発電技術は、こうした地域においては画期

的な再生可能エネルギー技術であり、2018 年にはトンガ王国に同技術が導入

された実績がある。 

 

図 2 トンガ王国における可倒式風力導入実績 

 
パラオ政府からも、2018 年度に沖縄電力への協力依頼がある等、可倒式風

力発電技術に対する関心は高く、本調査においてこのプロジェクトを遂行、

実現させるための素地は既にある状況となっている。 
そこで、本調査においては、以下の項目の調査を通じて、実現可能性と効果を

検討する。なお、取組内容及びスキームを資料１-P9 に示す。 
 

 アイライ州を需要地と想定し、同州と電力系統の接続が見込まれる地域

を中心に、パラオ全土を対象にポテンシャル地点を探査する。 
 導入効果と課題を抽出し、整理したうえで導入計画を検討する。 

 
③ 商業施設、公共施設向け高効率空調、給湯機器導入（エネルギーサービ

ス）、水素製造の可能性分野 
都市圏であるアイライ州において多様な施設における高効率空調、給湯機

器導入を見込んだ普及可能性調査を実施するとともに、普及施策として、エ

ネルギーサービス（第 3 者所有型による省エネ機器の導入）の検討を行う。 
 
また、「令和 3 年度水素製造・利活用第三国連携事業（二国間クレジット

制度資金支援事業のうち水素製造・利活用第三国連携事業）」を踏まえ、水

素の利用面に係る普及検討を行う。なお、取組内容及びスキームを資料１-
P10 に示す。 

トンガ王国へ可倒式風力発電所を導入

2019年トンガ王国へ5基の可倒式風力発電所を導入し、

既存のディーゼル発電所の燃料費の年間150万TOP
（Tonga pa‘angaで約7,500万円に相当）の節約に貢献
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 アイライ州における高いエネルギー需要施設を特定し、エネルギー利用

状況を踏まえた省エネメニューを検討する。 
 水素利用先として、家庭用燃料電池エネファームの導入や、交通・船舶

を含む利用可能性を検討する。 
 
④ 提案技術/サービスの導入を見据えた系統安定化分野 

本提案における 3 技術/サービス（PV-TPO、可倒式風力、エネルギーサー

ビス）の導入には、国内全体の各種電源との統合制御が求められる。また、

PV-TPO やエネルギーサービス等需要家側の可制御負荷を対象とした制御シ

ステム（エリア・アグリゲーション）の導入により、需要家側も系統安定化

に寄与するため、更なる系統安定化につながることが期待できる。具体的な

仕組みについては、資料 2-P16 及び資料 3-P10 に示す。 
本調査においては、以下の調査を通じて系統安定化の実現可能性を検討す

る。なお、取組内容及びスキームを資料１-P11 に示す。 
 

 可倒式風力に係る系統安定化対策について、パラオ公共事業公社

（PPUC）や沖縄電力等の協力を得つつ、蓄電池設備の導入等最適な系統

安定化対策を検討する。 
 電力需給制御策として、エリア・アグリゲーションシステムの導入可能

性を検討する。 
⑤ 政策提言 

アイライ州における脱炭素施策の推進に向け、浦添市が策定した「浦添市

環境基本計画」や「浦添市地球温暖化対策実行計画」等を事例として、これ

まで同市が実施してきた省エネや廃棄物処理、環境教育等を含めた取組の紹

介、意見交換を行う。 
 
これらの事業構想を下図に示す。 
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図 3 都市間連携事業体制図 
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2. 事業化計画の検討 
2.1. パラオ国概況と気候変動対策 
 
パラオ共和国（以下、「パ国」という。）は、太平洋のミクロネシア地域の

島々からなる共和制国家で、面積は 459 平方キロメートルと、東京 23 区の 7 割

程にあたる国土である。人口は約 1.8 万人で、世界で 4 番目に人口が少ない国

である。首都は国内最大の島であるバベルダオブ島の東岸に位置するマルキョ

クである。 
2006 年まで首都であったコロール州の人口過密解消と経済機能の分散などの

理由により遷都したが、現在もコロール州には同国民の過半数が住んでおり、

経済や商業の中心で病院や放送局が位置する同国最大の都市である。国内人口

第 2 の都市であるアイライ州は、国際空港が位置し、コロール州と首都のマル

キョクに隣接するベッドタウンとして人口が増加しており、再エネ・省エネ技

術を始めとした環境配慮の街づくりに関心が高い地域である。 
パ国は風土や食事、海洋、台風など気象災害等に至るまで沖縄県と共通点を

多く持つ。加えて、歴史的に日本による統治と、その後のアメリカによる統治

などの背景から、現在も日本やアメリカなどの影響が残りつつ独特の文化が形

成されており、沖縄が歴史的な変遷を経て今日に至った岐路と近い歩みにあ

る。 
1940 年代にはパラオの日本人在留者約１万１千人のち、その４割強が沖縄県

出身者であったと言われ、現在もその子孫で沖縄にルーツを持つパ国人は少な

くない。 
近年では 2021 年のパ国大統領就任に際して沖縄県の玉城知事から祝辞が発

出され、そこにおいて双方が有する資源や技術等の交流・共同の取り組みを推

進していく旨が表明されており、2022 年 8 月、沖縄県とパ国では、友好関係の

強化に関する覚書の締結に至っている。さらに、沖縄電力はパ国のエネルギー

大臣より可倒式風力の技術協力の依頼のレターを受領し、パ国へ技術者を派遣

し調査した経緯があり、その後も良好な関係を継続している。 
沖縄電力グループでは海外への技術協力に意欲的に取り組んでおり、2003 年

度から毎年 JICA 沖縄のプログラムにおいて海外研修生を受け入れ、各国で指

導的役割を担う技術者のレベルアップを図っている。19 回目となる 2022 年ま

で、計 51 か国より述べ 181 名を受入れており、うちパ国からも 6 名が沖縄電力

で研修を受けている。 
JICA 沖縄は海外から年間約 400 人の研修生を受け入れるプロジェクトを約

40 年前から実施しており、これまで 164 カ国から 13,000 人以上を受け入れ、パ

国からは合計 121 人を受け入れてきた。2022 年 7 月現在もパ国人 2 名が研修を
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受けており、両国の人的及び技術的な交流に寄与している。なお、JICA 沖縄と

パ国とのこれまでの関係を、資料 2-P19 に示す。 
これらの JICA 沖縄や沖縄電力本店は浦添市に立地しており、市は両者と協

力関係を有している。なかでも沖縄電力とは、2021 年に包括連携協定を締結

し、公共施設への太陽光導入など、環境に配慮したエネルギーの利用推進に積

極的に取り組んできたところである。 
なお、上記について資料１-P2 に示す。 

 
パ国のエネルギー政策では、「National Energy Policy 2010」における気候変

動対策として、①気候変動に対する適応策として、物理的な環境変化への適

用、現在および将来のリスク対応 ② GHG 削減の対策と国際的な GHG 排出対

策への協力等を掲げている。 
またエネルギーを 100 %輸入に頼っているパ国は、石油製品輸入削減対策と

して① 省エネルギー対策の促進 ② エネルギーの多様化と再生可能エネルギー

の導入 ③ エネルギーの安全保障と供給の信頼度向上を目指している。なお、

詳細を資料 2-P4 に示す。 
 

表 2-1 パ国アイライ州における環境・エネルギーに係る課題 

１．再生可能エネルギーの普及と安定供給 

   再生可能エネルギー割合を 2025 年までに 45％にする目標（NDC）を掲げ

ているものの、2019 年時点では 3%に留まり、大規模太陽光発電の寄与に限

られ、風力や小規模太陽光等も組み合わせた再エネの普及が急務である。 

２．省エネルギーの取組 

   2025 年には 2016 年比 37.6%の電力需要の増加が予想されており、省エネ

ルギー対策を国として重要施策と位置づけ取り組んでいる。特に公共施設

や商業・工業施設等エネルギー多消費施設の省エネルギーの推進に繋が

る、エネルギーサービス（第 3 者所有による省エネ機器の導入を通じた CO2

削減の取り組み）は効果的な取組みとなる。 

３．再エネの導入拡大に伴う系統安定化策 

 再生可能エネルギーの普及拡大に伴い、系統安定化の取り組みの重要性が

増すことが想定される。特にディーゼル発電所から離れた需要密集地域にお

いては、サイト毎での需給調整等マイクログリット制御技術の導入は有効な

系統安定化策と考えられる。 

 

これらのパ国の環境政策は、都市間連携事業を通じた脱炭素化の取組みと整

合しているものといえる。 
そこで、都市間連携事業において、浦添市の協力により、上記の取組みを普

及・促進する政策的支援に加えて、浦添市内企業が有する関連技術によって課
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題解決を図ることを目的とし、実現可能性調査とプロジェクト開発を進める計

画である。 
浦添市は、省エネへの取組や廃棄物処分、リサイクル等のほか、沖縄電力グ

ループによる第三者所有型の太陽光パネルおよび蓄電池無償設置サービス

「PV-TPO」による環境に配慮したエネルギーサービスを推進しており、こう

した政策実現及び目標づくりの知見について、アイライ州より高い関心を得て

いる。 
上述の通り、浦添市と包括連携協定を結ぶ沖縄電力は、可倒式風力発電のパ

国への技術の導入及び普及に向け、パ国政府からの依頼を基に、過去に現地調

査を実施しており、その後も技術協力体制を構築している。シードおきなわ合

同会社は沖縄電力グループの海外事業展開を推進するために設立された沖縄電

力のグループ会社であり、同グループがこれまで培ってきた県内小規模離島系

統への再エネ導入拡大に係る技術や知見、そして沖縄電力のパ国との協力関係

を活用することができる。また、市内に立地する株式会社ネクステムズは、太

陽光発電システム、蓄電池、エコキュート等の機器販売、および分散型電源や

可制御負荷の遠隔監視・制御の実証に取り組んでいる。再エネ主力化の実現に

向けて、同社が有する制御技術や施工実績を活かした活用が期待できる。 
また、浦添市第 5 次総合計画では、施策 2-8 に国際交流を位置づけ、市内に

立地する JICA 沖縄との共同による国際協力事業の推進を掲げている。浦添市

に拠点を置く JICA 沖縄では、トレーニング経験のあるパラオ人研修生も多く

県内へ受け入れており、沖縄との架け橋として浦添市が連携を検討していくこ

とが可能である。 
本都市間連携においては、浦添市の政策に係る知見と、シードおきなわ、ネ

クステムズの技術に加え、JICA 沖縄との連携も含めた協力の実現を目指し、パ

国の気候変動課題、環境課題への貢献を官民連携して目指していく。 
 
2.2. 浦添市と気候変動対策、パラオとの繋がり 
浦添市は、「豊かな自然と文化をはぐくみ、次世代へつなぐ環境共生都市・

浦添」を望ましい環境像とした「第 2 期浦添市環境基本計画」を策定し、人と

自然の共生、良好な生活環境の保全、循環型社会の構築、地球環境の保全、共

同・参画社会の構築の基本目標を掲げ、協働して自主的かつ積極的に取り組ん

でいる。 
また、浦添市の人口は今後増加することが予測されており、追加的な地球温

暖化対策を実施しない場合、将来の温室効果ガス排出量は、特に運輸部門、民

生業務部門及び民生家庭部門での増加が顕著なことが推測されるとの危機感の

基で「浦添市地球温暖化対策実行計画」を策定している。そこにおいて市民、
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企業、観光客、市の各主体による取組を具体的に提示し、項目ごとに CO2 削減

量を目標設定し取り組み、また市民・事業者に対し地球温暖化防止展や省エネ

ルギー講演会等の普及啓発を実施している。 

 
図 4 浦添市の概要と地球温暖化対策実行計画概要 

 
実行計画に基づき、省エネルギー行動に加えて、省エネルギー製品の利用、

太陽熱温水器の利用、防犯灯の LED 等の高効率機器への切り替え、太陽光発電

などの再生可能エネルギーの使用を推進している。また HEMS や BEMS 等のエ

ネルギーマネジメントシステム、再生可能エネルギー・燃料電池などの分散型

エネルギーなどを利用し地域全体で二酸化炭素排出量の削減を図るスマートシ

ティの開発へも取り組んでいる。 
 

 
図 5 第 5 次浦添市総合計画における脱炭素関係の目標、推進策 
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また、人口の増加に伴い増加するごみ焼却について、二酸化炭素排出量削減

の為に、ごみを削減し、特にプラスチックの可燃ごみを少なくする必要から適

切な廃棄物処理に加えて、4R を進めている。 
本事業では、こうした浦添市の実績、現地からの期待を踏まえ、浦添市の役

割として、市内企業と共にアイライ州の課題を把握し、持続可能な都市経営の

実現を図る政策立案への支援と、その実現のための行政的な見地から検討を行

うことを想定している。 
パ国のエネルギー政策として「National Energy Policy 2010」が提言されてお

り、そこでは GHG 削減の対策と国際的な GHG 排出対策への協力が謳われてい

る。特にエネルギーを 100 %輸入に頼るパ国としては、石油製品輸入削減対策

の点からも、省エネルギー対策の促進やエネルギーの多様化と再生可能エネル

ギーの導入を達成目標としている。気候変動に対する貢献案として、再生可能

エネルギー導入のためのロードマップを策定し、2025 年までに発電電力量の

45%を再生可能エネルギー源で賄うことを目標としている。2025 年の発電電力

量は約 115GWh が予想されており、目標を達成するためには、52GWh 以上を

再生可能エネルギー電源で賄う必要がある。ロードマップにおいては、風力発

電の風況調査、日射量調査と太陽光発電の発電量、電力需要の分析と予測、

2020-2025 年間の電力最適発電システム、2020-2025 年間の発電ミックスなどの

実行により、気候変動に対する緩和策を提案している。しかし 2025 年の目標

年が近付きつつある中、再生可能エネルギーの導入は十分な状況にあるとはい

えず、その取り組みを加速化していく必要がある。 
一方、沖縄電力は 2050 年の CO2 排出ネットゼロの実現に向け PV-PTO 事業

の導入・拡大、蓄電池や制御技術を用いた系統安定化、DX を駆使した VPP や

DR や災害に強い再エネマイクログリットの構築、クリーン燃料の利用拡大等

を掲げており、浦添市も沖縄電力グループとの連携の下、2050 年までのゼロカ

ーボンを目指していることから、本提案事業を通じ、パ国としてのカーボンニ

ュートラル宣言へのドミノが期待できる。 
なお、沖縄電力グループでは、本件の共同応募者である(株)ネクステムズを

はじめとする関連会社を含めて、太陽光発電システム、蓄電池、エコキュート

等の機器販売、および分散型電源や可制御負荷の遠隔監視・制御の実績があ

り、中でも「宮古島における再エネサービスプロバイダ事業の推進」に向けた

取り組みは、一般財団法人新エネルギー財団の「令和元年度新エネ大賞・先進

的ビジネスモデル部門」における最高位「経済産業大臣賞」を受賞するなど、

アグリゲーション事業のトップランナーとして高い評価を得ており、今回の都

市間連携を通じて、デジタル実装の海外展開の面からも検討を行う方針であ

る。 
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2.3. 導入可能性技術と調査結果 
 
2.3.1. 第三者所有型の太陽光パネルおよび蓄電池無償設置サービス（PV-TPO） 

2025 年までに再生可能エネルギーを 45％に達成する目標のもと、パ国では

大型の太陽光 IPP も計画されているが、再エネの普及に向けては需要家側での

自家消費型太陽光発電の普及が必要不可欠であり、第三者所有型の太陽光パネ

ルおよび蓄電池無償設置サービス（PV-TPO）は有効な施策と考えられる。 
特にパ国で主流のルーフトップ型については、2025 年には現状の 3 倍である

3MW の導入を推定し、現在は導入が遅れている蓄電池についても 2025 年には

9.4MWh とする目標を有しており、整備を推し進めている。 
アイライ州には公立学校を始めとした公的施設や商業・工業施設が多いた

め、浦添市で実績のある第三者所有型の太陽光パネルおよび蓄電池無償設置サ

ービス（PV-TPO）をアイライ州において横展開することを検討した。 
 

(1) PV-TPO サービスの概要 
沖縄電力グループでは、2050 年の CO2排出ネットゼロを掲げており、その実

効的な対策として PV-TPO（Third Party Ownership）サービスを展開している。

県内の一戸建住宅を中心とした「かりーるーふ」サービスを軸としつつ、包括

連携協定を締結している浦添市においては、同市に立地する中学校などの施設

も対象に実績がある。 
サービスの内容は、太陽光発電設備および蓄電池を無償で設置して電力供給

し、利用者から料金徴収するいわゆる“屋根借り”のビジネスモデルである。

当該サービスは、新電力において全国で展開されているが、大手電力グループ

での積極的展開は珍しい。沖縄電力グループでは、ネットゼロに向けた再生可

能エネルギーのさらなる普及が不可欠であるなか、今後進んでいくとみられる

分散型再生可能エネルギーの拡大による系統への影響が課題であり、出力変動

の調整となる蓄電池をセットとして展開し、系統への影響を抑えつつ再エネ割

合を増やすねらいがある。 
PV-TPO サービスにおいて、利用者は基本的に自宅屋根で発電した電気を自

家消費する形となる。設備所有者は運用側で、出力 7.8kW の太陽光発電パネ

ル、容量 4.5kWh の蓄電池を併設する。これらの導入・維持に利用者の負担は

なく、15 年契約で設備を回収する運用となっている。 
また、蓄電池の設置は防災対策も視野に入れている。蓄電池には非常用コン

セントを設置し、災害による停電時などにも 100V での電源を取ることができ

る。冷蔵庫、テレビ、スマートフォンの充電程度であれば、満充電で 2 日間ほ
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ど使える容量となっている。 
自治体向けサービスとしては、浦添市立港川中学校への導入が 1 号案件とし

て運用開始に至っている。同中学校向けには、65kW システムを設置し、同校

が使用する電力約 17％が太陽光からの電気で供給できる計画となっている。台

風等の災害による停電時には、蓄電池からの電力供給による安心・安全な拠点

施設としての機能を担うことが可能となる。CO2 排出削減効果としても、年間

約 73 トンの CO2排出削減に貢献するものとなっている。 

 
図 6 浦添市に導入された PV-TPO 事業概要 

 
他にも、県内レンタカーステーションに同規模のシステムを導入するなど、

家庭や事業者にとって負担の少ない形で再生可能エネルギーの普及を図る取り

組みを推進している。 

 
図 7 レンタカーステーションへの PV-TPO事業事例 

 



13 
 

こうした取り組みは、系統に負荷を与えにくい再生可能エネルギーの普及を

実現すると同時に、災害対策にもつながることから、系統の制約、災害の影響

の点で類似性のあるパラオ国においても普及余地のあるサービスと考えられ、

本調査において実装可能性を検討した。 
なお、本サービスについては、パラオ国の太陽光関連事業者に技術面・サー

ビス面での支援を行う想定としている。 
 

(2) パ国における太陽光発電事業 
上述の通り、パ国においても太陽光発電は再エネ普及の中核として取り組み

が進められており、官民両面で普及が進みつつある。JCM 設備補助を活用した

事例は 5 件あり、すべて太陽光発電となっている。 
 

表 2-2 パ国における JCM 設備補助事業の事例 

案件名 稼働状況 プロジェクト

登録状況 
GHG 排出削減

効果 
（t-CO2/年） 

クレジット

発行量 
（t-CO2） 

スーパーマーケットへの

1MW 屋根置き太陽光発

電システムの導入 

稼働中 未登録 871  

スーパーマーケットへの

0.4MW 屋根置き太陽光

発電システムの導入 

稼働中 登録済み 285  

学校への小規模太陽光発

電システム導入プロジェ

クト 

稼働中 登録済み 
クレジット発

行中 

111 145 

商用施設への小規模太陽

光発電システム導入プロ

ジェクトⅡ 

稼働中 登録済み 
クレジット発

行中 

320 440 

島嶼国の商用施設への小

規模太陽光発電システム

導入プロジェクト 

稼働中 登録済み 
クレジット発

行中 

259 296 

合計   1,846 881 

 
JCM 以外の太陽光発電導入の動きとして、オーストラリアによる大規模プロ

ジェクトが進行中である。オーストラリア・インフラストラクチャー・ファイ

ナンス・ファシリティ（AIFFP）を通じて、ソーラーパシフィック・プリステ

ィン・パワー（SPPP）社に対し、パラオ初の実用規模の太陽光・蓄電設備（本

プロジェクト）の建設を支援するため、2,200 万ドルの融資を行っている 1。同

 
1 Australian Infrastructure Financing Facility for the Pacific (AIFFP) 
https://www.aiffp.gov.au/investments/investment-list/palau-solar-plant-investment 
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事業では、15.28MWh の太陽光発電設備と、12.9MW の蓄電池システムとなっ

ており、太平洋地域最大のソーラーファームとなる。建設は現在進行中であ

り、2023 年 4 月の稼働が予定されている。 
また、小規模な事業としては、アジア開発銀行（ADB）による Disaster 

Resilient Clean Energy Financing プログラムが実施されている。同プログラム

は、低所得世帯および女性世帯を中心に、手頃で災害に強いクリーンエネルギ

ー融資を受けられるように提供される融資であり、約 900 世帯（うち低所得世

帯 450、女性世帯 180 世帯）が対象となっている。財源は日本の基金も一部含

まれている。 
当該融資プログラムにおいて融資を受ける借り手は、太陽光発電キットおよ

び取り付け工事にかかる費用を低金利融資で得ることができ、可処分所得の

25％を占めるといわれる電気代を削減し返済に充てる計画となっている。 
こうした関連事業が並走する中、第三者所有型（TPO）のビジネスモデルは

確認されていない。発電・送配電事業者である PPUC や、太陽光発電 EPC 事業

者の新たなビジネスモデルとして普及することで、さらなる再生可能エネルギ

ー割合増加に貢献するものと考えられる。 
本調査では、現地関係者へのヒアリング、設置可能建物の特定等を通じて展

開可能性を検討した。 
 

(3) 普及可能性調査 
パラオ統計局による 2020 年の国勢調査では、パラオにおける住居は 5,056

戸、うちアイライ州は 756 戸であった。このうち、アイライ州に所在する住居

の屋根材は、コンクリート 114 戸、金属（トタン）613、その他 3 であった。な

おパラオ全体はコンクリート 884、金属（トタン）3,959、その他 213 となって

おり、おおよその割合は整合している。 
統計データ上の区分からは、設置可否までを判断することが難しいことか

ら、2023 年 1 月の現地調査において、屋根材および屋根形状を視察し、太陽光

発電システム設置可能可否を検討した。 
調査対象はアイライ州のほか、イミオン州およびネットボン州の道路沿いの

住宅である。 
  



15 
 

 
表 2-3 住宅屋根材調査結果 

調査日 区域 
番号 区域名 住 宅 

トタン 

住 宅 
ト タ ン

以外 

商業施設 
トタン 

商 業 施 設 
トタン以外 

公共施設 
トタン 

公 共 施 設 
トタン以外 

1／14  

① （地名不明） 16 4 3 3 1   

② （地名不明） 5   4 4     

③ （地名不明） 39 2 5 2     

④ （集落／地名不明） 34 26 13 6   2 

⑤ Airai Bai 2           

⑥ 空港～東側 9         5 

⑦ Cheldoech Glass Bread 5 2         

1／15  
⑧ Imeong～Bkulangriil 39 2 7     1 

⑨ Ngetbong 26       2 2 
  合計 175 36 32 15 3 10 

 

   
図 8 一般的な住宅形状および踏査対象地点 

 
調査結果から、多くの住宅は、強度が低いトタン形状であり、太陽光パネル

の設置に際しては補強や改修についても併せて検討が必要である可能性が示唆

された。一方、パラオの一般家庭における電力消費量は、PPUC へのヒアリン

グによれば 400～450kWh/月であり、屋根の一部へのパネル設置でも対応でき

る可能性もある。 
実態をより詳細に把握するため、上述の ADB プログラムに基づく太陽光発

電事業の施工事業者であるパラオ・ソーラー社へのヒアリングを行った。 
パラオ・ソーラー社はアイライ州に立地する。現在、パラオ開発銀行

1 23
4 5
6 7

8

9
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（NDBP）を通じ、ADB が拠出するローンプログラムの申し込みユーザーに対

して、太陽光発電パネル・パワーコンディショナーのキットを提供、設置を行

う。1 キットは 2.2kW のシステムであり、パネル 5 枚とパワコンのセットとな

っている。1 戸あたり 2 キット（4.4kW）まで同プログラムの下で導入可能とな

っている。800 セットを 2 年で導入することを目指している中、半年で約 150
キットの設置に至っている。バッテリーの併設についても要望があるが、現状

対応していないとのことであった。 
設置方法は、金属屋根にフレームを設け、取り付けを行うとのことであり、

1 ないし 2 キットの設置であれば、補強なく設置できた事例もあったとのこと

である。 
 
(4) 導入効果 

PV-TPO 事業は、PPUC ないしは IPP 事業者が複数の世帯および施設における

太陽光設備を導入、所有し、その費用を電気料金で回収する仕組みである。 
JCM 制度の適用に当たっては、世帯レベルの小規模な事業化が困難である

が、こうした IPP 事業者による一括化により適用可能性がある。設備補助事業

については、制度上申請時期を一にする必要があるが、利用者の理解を得て、

例えば 100 世帯などを一括して 1 事業とする等の工夫により制度活用の余地を

見出すことができる。 
現行のパ国における制度では、出力が 5kW 以下の太陽光発電により得た電力

は、自家消費を主とし、余剰分は系統へ供給し、翌月の電気料金へ繰り越せる

ネットメータリング制度となっている。5kW 以上については後述する。 
パラオ・ソーラー社へのヒアリングから、一般家庭では 2.2kW のキットが主

流であることから、ここでは効果の試算として 2.2kW のパネルを 100 世帯に設

置したケースを検討する。 
太陽光発電の発電量算定式は以下により求めることができる。  
  

式：太陽光発電量算定式  

  
JICA事業において 2010年に実施された「大洋州地域太陽光を活用したクリ

ーンエネルギー導入計画準備調査」報告書に基づく日積算日射量を元に計算す

ると、年間の発電量は以下の通りとなる。  
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表 2-4 パラオにおける日積算日射量を踏まえた発電量計算  

 

 
図 9 発電量・日射量と月次変化 

 
削減効果は電力代替となる。パラオにおけるグリッド排出係数 0.533 t-

CO2/MWh より、排出削減量は 146.8t-CO2/年、17 年間の耐用年数計では 2,497 t-
CO2となる。  

導入コストは、パラオ・ソーラー社のヒアリング結果を参考とすると、プロ

ジェクト総コストは約 6,500 万円となる。パラオにおける太陽光発電プロジェ

クトは、すでに 4 件以上の実績があるため、設備補助上限割合は 30％である。

よって 1,950 万円が補助上限となる。  

年間発電量 275,586 kWh/年

平均 4.45 28.3 合計 365 275,586

21,676

12月 3.91 28.5 0.907 663.2 31 20,558

11月 4.26 28.6 0.907 722.5 30

21,768

10月 4.73 28.4 0.907 802.3 31 24,870

9月 4.25 28 0.913 725.6 30

19,795

8月 4.5 27.8 0.913 768.3 31 23,817

7月 3.74 27.8 0.913 638.5 31

22,844

6月 4.26 28.4 0.912 726.5 30 21,796

5月 4.34 28.6 0.908 736.9 31

26,500

4月 5.28 28.8 0.908 896.5 30 26,896

28 23,983

3月 5.04 28.3 0.907 854.8 31

680.1 31 21,084

2月 5.05 28.4 0.907 856.5

1月 4.01 28.2 0.907
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一方、費用対効果目安とされるトン当たり CO2 排出補助額の 4,000 円/t-CO2

を踏まえると、補助上限額は 1,660 万円に留まる。事業化においては、補助対

象外となるコストを電力料金の形で回収するモデルの実現可能性について、経

済性分析を深める必要がある。 
パラオの特徴として、電力料金が非常に高額であることがあげられる。例え

ば、2021 年 10 月に改訂された同国の電力料金は、契約電圧による異なるが、

34.4US セント～46.3US セント（約 45 円～60円）となっている。 

 
図 10 PPUC による電力料金単価表 

 
IPP 事業主体の意思決定により異なるが、JCM 設備補助を活用し初期投資を

圧縮したうえで、残りの投資金額及びオペレーション・メンテナンス価格を加

味しても、上記の電力料金より競争力のある価格で電力サービスを提供できる

可能が高い。 
初期投資の回収だけでいえば、プロジェクトコスト約 6,500 万円から、JCM

設備補助として期待できる 16.6 千万円の差額である 48.4 千万円の回収にあたっ

て、kWh あたり 40 円に設定した場合は 5 年、25 円の場合 8 年で回収が可能と

なる。 
経済性の面でも普及余地は十分にあることから、今後こうしたビジネスに関



19 
 

心を有する現地企業とさらに検討を進めていく計画である。 
なお、多数設置の場合、モニタリングが課題となることが想定されるが、パ

ラオ・ソーラー社へのヒアリングによれば、パワコンは WiFi で接続機能を有

しており、ユーザー、パラオ・ソーラー社ともに発電状況のモニタリングが可

能なシステムが採用されている。 
上記、現在検討している事業の体制案を下図に示す。 

 
図 11  PV-TPO における JCM 設備補助の体制案 

 
現在検討中の体制としては、沖縄電力グループによるサービスノウハウ・オ

ペレーションノウハウを IPP 事業者に提供し、当該事業者がアイライ州や

PPUC 等の許可、契約に基づき世帯への普及を図る構想としている。別途 JCM
代表事業者を置き、IPP 事業者への投資や設備調達の面で関与を図り、JCM 設

備補助の受け手となる。許認可や普及に関連して、浦添市からアイライ州への

助言、政策支援を併せて提供する。 
パ国では、メガソーラー等の事業が進みつつある中、政策目標としている

45％の再生可能エネルギー割合達成に向けては、系統への影響を低減しつつ、

需要側での分散型の再生可能エネルギー利用率拡大も同時に進める必要があ

る。本事業は、需要側での可能な限りの再生可能エネルギー利用に資する取り

組みとなるといえる。 
 
2.3.2. 可倒式風力分野 

上述の通り、パ国における再生可能エネルギーの普及は太陽光がほとんどで

あり、近年オーストラリアや ADB、日本の支援により大規模な事業も進められ

シードおきなわ
沖縄電力グループ JCM代表事業者

アイライ州PPA事業者

・・・

例： ＞100世帯

PPUC、パラオソーラー等
通信システムにより

データ転送

サービスノウハウの提供

環境省

JCM設備補助

投資／設備調達

許認可等

浦添市

助言／政策支援

PPUC 契約等

*PPA事業者がPPUC以外の場合
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てきたことについても触れてきた。一方、太陽光発電は乾季の日中において発

電量の増加が期待できるものの、雨季や夜間において発電量が減少または発電

できないことから、太陽光発電のみでの再生可能エネルギー普及には系統管理

の面やバックアップの面で課題が多い。政策目標としている 2025 年に 45％の

再生可能エネルギー割合とする目標の達成には、夜間や雨季においても発電が

期待できる他の再生可能エネルギー電源との併用が不可欠である。 

 
図 12 電力需要における太陽光発電の制約イメージ 

 
太陽光以外の再生可能エネルギー電源として風力が候補となる。パ国におい

ては、豊富な風力資源が確認されているものの、従来型の風車では台風などに

よる設備の損傷による稼働率低下や修繕費用の増大が懸念され、導入までには

至っていない状況である。また、大規模な従来型風車では建設・メンテナンス

に必要な大型クレーンや作業員の確保といった維持管理面での課題がある。 
沖縄電力グループでは、沖縄の離島等でも同様の課題を抱えてきたことか

ら、島嶼圏が抱えるこうした課題を解決するため可倒式風車の開発を進めてき

た。可倒式風車は、支柱・風車を 90 度近い角度まで倒すことができ、強風を

避けることができる構造となっている。また、設置に際しては大型クレーンを

必要とせず、丘陵地などにも設置が可能となる。メンテナンス時においても、

風車を倒すことで、高所作業は発生せず、グラウンドレベルでの作業を可能と

する。 
本報告書冒頭に記載の通り、沖縄電力グループでは、沖縄県内の各離島に 7

基（計 1,715kW）、2019 年にはトンガ王国に 5 基(計 1,375kW)導入した実績を

有する。 
 
 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

エリア需要
太陽光：
日中のみ発電

夜間 夜間
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図 13 可倒式風力発電機と傾倒メンテナンスの様子 

 

表 2-5 導入実績 

導入島 Tiltable WT 面積 人口 Max Demand 

粟国 245kW×1 7.6k ㎡ 689 人 800kW 

南大東 245kW×2 30.5k ㎡ 1,257 人 1,900kW 

多良間 245kW×2 19.8k ㎡ 1,099 人 1,200kW 

波照間 245kW×2 12.7k ㎡ 496 人 800kW 

Tongatapu 275kW×5 260.4k ㎡ 74,611 人  

 
パ国において実施済みの風況調査によれば、バベルダオブ島の北部の風況は

比較的良好とされていることに加え、系統能力についても一部増強が計画され

ていることから、適地の候補地が広がり、今後導入可能性を見出すことができ

る。 
パ国では、すでに風況についての既存調査が複数実施されている。このう

ち、米国エネルギー庁の再生可能エネルギー研究所による 2016 年の調査結果

を参照し、ポテンシャルサイトを検討する。 
同調査では、バベルダオブ島において、3 か所の観測点を設置し風況が観測

されている。地点及び計測結果を以下に示す。 
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図 14 米国エネルギー庁による風況調査地点と計測結果 

 

3 地点の風向については、ンガルマウの地点では南西からの風がほとんどな

い結果となっている。これは内陸であることや地形によるものであると想定さ

れる。一方、東岸に位置するンガラート、メレケオクについては、北東および

南西からの風を観測できており、南西からの風の強度がやや高い結果となって

いる。乱流については、15m/s のンガラートにおいて乱流強度係数（Turbulence 
intensity factor）が 0.11 となっており、低水準であるといえる。 
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図 15 観測地点での風向、風速分布、乱流解析 

 
これらの先行調査から、比較的乱流の少ない勢力の強い風が北東の海上より

吹き込む東海岸が理想的な設置地点になると予想された。 
現地調査の際、これらの地点を中心に踏査を行い、北部のバベルダオブ島突

端に位置する地点が特に有望であるとみられた。 
バベルダオブ島北部（ガラロン州）について、最北部の高台となる地点①お

よび、北部東海岸の地点②北部西海岸の地点③について現地確認を行った結果

は下記のとおりである。 
・地点①について、風況は体感的に微風程度（風向：北－北東（一定しない

感じ））であり、高台に位置し面積は十分あるものの、管理されている史

跡（第 2 次大戦中の日本軍の灯台）があることや侵入路が急傾斜および幅

員も狭く未舗装のため搬入可否について、検討が必要である。 
・地点②について風況は体感的に常時風有り（風向：北－北東）、遊具・東

屋などあるものの 20ｍ×50ｍ程度のスペースが有った。エコパークは閉鎖

している様子であったので、エコパーク側の用地の使用可否について追加

調査が必要である。 
・地点③について風況は体感的に常時風有り（風向：北－北東）、面積は

50m×70ｍほどのスペース有り、年間を通して、常に風があるとのことで

あった。 
・アイライ州においては、調査地点はアイライ州東部の丘陵地で、十分な面

積があり、搬入路も未舗装であるものの大型のトラックが通行できる道路

有り作業性はよいと見えた。 
各地点について土地利用の可否調査や風況調査の実施について検討を進めて

行く必要があると考える。 
PPUC へのヒアリングからは、過去の風況調査において有望であった地点に
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ついては、土地の問題により案件化が進んでいない課題があるとの情報を得

た。よって、今後風況の詳細調査と合わせて、土地所有権および環境アセスメ

ント手続きなどの調査を行い、事業化可能性を検討する。 
なお、パラオは自然環境が豊かであり、観光資源でもあるため保護区が設け

られているが、本事業対象候補地点はこれら保護区の対象には設定されていな

い。一方で、伝統的な土地継承等、文化的な観点での留意は必要であり、土地

利用に関しては注意が必要となる。国及び州の土地利用が現実的であるため、

当該地点の州政府等への照会を行い、土地所有権の明確化を図る。 
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図 16 パラオでの風況調査地図 
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図 17 パラオにおける保護区および本事業での調査地 

 
脱炭素効果については、より詳細な風況をもとに検討を進める必要がある

が、現在入手済みの現地風況データから試算すると、およそ 545MWh の規模と

なる。パラオにおけるグリッド排出係数 0.533 t-CO2/MWh より、排出削減量は

290.5t-CO2/年、耐用年数 17 年合計で 4,938t-CO2となる。 
設置個所は 5 か所程度を想定し、この場合約 1,450 t-CO2/年、耐用年数合計で

約 24,690 t-CO2となる。 
設置コストは、系統安定化対策のコストを除き、設備概算で約 10 億円/5 基程

度と想定する。 
風力発電事業は、パラオにおいては実績が無く、補助対象割合は 50％である

が、費用対効果の目安である 4,000 円/t-CO2 からは、約 1 億円が補助上限とな

る。経済性は、PPUC との PPA 契約に依存するが、ある程度のグラントを想定

することが現実的であると思われる。 
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2.3.3. 商業施設、公共施設向け高効率空調、給湯機器導入 
沖縄電力グループのリライアンスエナジー沖縄では、エネルギーコストおよ

び環境負荷の低減に寄与するエネルギーサービスを県内の大型施設等に展開し

ている。具体的には、従来建物毎に設置・運営することが一般的だった電力・

空調用の冷熱などの各種エネルギー供給設備を、エネルギーセンターに統括設

置して複数の建物に供給することにより、規模の小さい建物単独では採用が困

難な大型の高効率熱源機器によるエネルギー生成および大型ガスコージェネレ

ーションでの発電と排熱利用を可能とするコンセプトである。 
災害時等におけるバックアップ環境も整うことから、建物の BCP 対応の強化

にも繋がるシステムであり、パ国でのニーズも期待される。これらは、わが国

においても先進的で優位性の高いシステムであり、パ国において活用可能性が

高い。 
さらに、豪州製造水素の利活用が検討されているパ国において、水素利用先

として電力、交通等へのさらなる水素技術の普及・活用可能性が検討されてい

るところであり、本事業においても水素の活用技術について調査・検討を行

う。 
パラオにおける電力需要を見ると、需要量は全体的に増加傾向にあるが、な

かでも商業セクターの増加が顕著となっている。 

 
図 18 パラオにおける電力需要の増加予測 

 
また、州別の将来需要を見ると、アイライ州において今後も電力需要が増加

の見込みとなっている。 
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表  2-6 州別の電力需要予測 

 
 
こうした中、パラオにおいては省エネルギーについても電力政策の重要な柱

としている。一方で、政府機関および大型商業施設において、体系的な省エネ

の導入には至っていない。今後、政府系建物や商業施設においてビルの省エ

ネ・照明関連の省エネ・家庭で使用する省エネタイプの電気器具の普及など、

公共施設や商業施設、家庭において省エネが行われる予定であるという。 
2023 年 1 月に実施した現地調査において、まずアイライ州政府への訪問によ

り、本サービスの提供可能性のある施設についてヒアリングを行った。 
その結果、アイライ州においては空港や商業施設が立地するものの、エネル

ギー多量消費といえる規模の建物および建物群は多くないことが示唆された。

立地するホテルは、ビラタイプが主流であり、客室数も多くないことに加え、

スーパーなども大規模なものは立地していないとのことであった。 
このため、今後の調査においては、多くの商業施設が立地するコロール等も

対象とし調査を進める。 
効果的な省エネ施策としては、エネルギー多量消費施設群に対し、エネルギ

ー供給およびマネジメントを担うサービス事業者が管理を担う方法がある。 
エネルギーセンターの設置は、これに見合うエネルギー多量消費需要地を特

定する必要がある。パラオにおいては、上述の需要予測にみられる通り、今後

需要の拡大が予測されていることから、大規模な開発計画などをもとに、エネ

ルギー需要が特に増大する地点を候補に検討する。 
一方で、省エネについては、民生業務・家庭においては空調・給湯・照明な

どの個別の機器を省エネ型に置き換えるのみでエネルギー消費を抑えることが

可能となる。ホテルやマーケット、レストランなどにおいて、現在利用中の機

器使用を踏まえたうえで代替可能性を検討することができる。 
また、パラオにおいては上水道が整備されているが、水源はアイライ州にあ
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り、ポンプ動力などに電力を利用している。アイライ州政府へのヒアリングの

際、貯水地における取水地点への小水力導入について検討できないか打診を得

ており、こうした再生可能エネルギーを活用しポンプ動力の電源に充てるなど

の検討も今後の調査対象としたい。沖縄県内においては、河川の流量安定性が

悪く水力発電開発は行われてこなかった一方、倉敷ダム管理事務所、西原浄水

場、福地ダムにおいては、利水送水や調整池導水の水流を活かした小水力発電

の設置実績があり、これらの知見を活かしパラオへの導入可能性を検討する。 
 

 
図 19 パ国における水道インフラ 

 

  
図 20 アイライ州の水源地から引かれた貯水池  
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2.3.4. 提案技術/サービスの導入を見据えた系統安定化分野 
わが国では、パ国に対し、これまで学校や商用施設への太陽光発電システム

導入をはじめ、現在パ国の主要な発電所の再建や大型発電機 2 基の供与など、

主要なエネルギーインフラ整備を支援してきた経緯がある。 
これらの事業に関連し、日本国内にも多くのデータや情報が集積している

中、再生可能エネルギーの導入を前提とした蓄電池設備を含む系統安定化設備

の計画が進行しているところであり、日本がこれらの計画実現に寄与できる要

素は大きい。 
再生可能エネルギーが普及する際には、系統運用に関して以下の課題が発生

する。 
 

・ ディーゼル発電機の運用下限制約による再エネの出力抑制 
 再エネの出力が増加すると、需給上ディーゼル発電機の出力を減少させる

必要があるが、ディーゼル発電機の出力下限の機械的制約から、再生可能

エネルギーの余剰分については出力抑制する必要がある（再エネ発電機会

の制限）。 

 

図 21 ディーゼル発電機との併用に伴う再エネ出力制限イメージ 

 
・ 慣性力の低下による広域停電のリスク 
 再エネ普及の拡大に伴い、ディーゼル発電機の運転台数が減少し、慣性力

が低下している中で系統事故が発生すると、発電機が目標の周波数へ追随

できず広域停電に繋がる虞がある。（蓄電池では慣性は確保できない） 
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図 22 同期電源（慣性力有）と非同期電源のイメージ 

出典：資源エネルギー庁：2050 年カーボンニュートラルの実現に向けた検討 2020 年 12 月 21 日 

 
・ 事故時保護機能の不動作 
 発電機運転台数が減少し、短絡容量が減少すると、事故等に保護機能（リ

レー）が働かず、事故が検知できない。 
 
こうした課題において、再エネ利用率を最大化しつつ系統の慣性力が維持可

能な系統安定化装置の導入が有効な解決策となる。 
沖縄電力では、波照間島において既存発電設備（ディーゼル発電機と風力発

電機、蓄電池）と、実証設備（MG セット）を組み合わせて運用し、実効性の

確認や課題の抽出等、実用運転に向けた実証を行ってきた経験を有する。 
具体的には、再生可能エネルギーの余剰分等を活用し、蓄電池へ充電するこ

とで、再エネ出力制限を緩和するとともに、モーターと発電機の組み合わせに

より疑似慣性を持たせることで、ディーゼル発電機の代替として運用でき、慣

性力や短絡容量の低下を防ぐ仕組みとなっている。波照間島の実証において

は、可倒式風車と併用し再エネ 100%運転を 10 日間達成した実績を持つ。 

 
図 23 波照間島において実証した MG セットによる系統安定化 
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パラオの気象条件、電力需要予測、電力系統解析、送配変電設備計画、環境

社会配慮等の技術的検討が求められている中、沖縄諸島における統合制御に関

する長年の実績をベースとした支援の検討を行う。 
具体的には、系統に可倒式風力を導入する際に必要となる系統安定化対策に

ついて、パラオ公共事業公社（PPUC）の協力のもと検討を行うほか、PV-TPO
やエネルギーサービスなど需要家側の可制御負荷を対象としたエリア・アグリ

ゲーションシステムの導入を検討し、需要家側も系統安定化に寄与する形で系

統を安定化させる仕組みについて実効性を検討する。 
これら沖縄での知見に基づく技術やサービスは、同じく島嶼地域であるパ国

において優位性が高く、現地での活用可能性が高いものと期待できる。 
2023 年 1 月の現地調査において、電力システムの管理を担う PPUC と面談

し、本取り組みの可能性について議論を行った。 
PPUC からは、様々な国や国際機関からの援助で再生可能エネルギーが増加

するなか、系統管理が課題になるとの認識を有し、対策のために中央給電指令

所（National Control Centre）の設置を予定しているとのことであった。 
一方、給電指令所においては需給監視と発電所への調整指令を行うことがで

きるものの、システム全体に調整力が不足している場合、対策には限界が生じ

るとともに、再生可能エネルギーのピークカットなど、再エネ利用の最大化の

防げになる対策を取らざるを得ない可能性もある。 
特に、オーストラリアの支援で建設が進む 15MW のメガソーラーについて

は、12.5MW の蓄電池を併設する計画であるものの、最大発電時に系統に与え

る影響は大きく、PPUC としても運用に懸念があるとのことであった。 
こうした状況から、MG セットの導入による系統安定化効果に高い関心を得

ることができた。 

 
図 24 PPUC との面談の様子 
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同時に、検討に必要となる電力需給データ等に関する資料を受領できたた

め、今後これらの資料を基に具体的な対策案を提示する計画である。 
パラオにおいては、ADB の支援により、今後商業施設向けの太陽光キットの

低金利融資プログラム等もスタートする予定であり、系統管理はより複雑化す

る。 
太陽光発電、風力発電、PV-TPO 等により再エネ設備が一定程度普及拡大し

た後は、発電事業者、送変電事業者及び需要家側が連携して需給調整を行う必

要が生じる。この段階においては、アグリゲーションモデルの検討も視野に入

る。 
浦添市のネクステムズ社では、太陽光発電システム、蓄電池、エコキュート

等の機器販売とともに、分散型電源や可制御負荷の遠隔監視・制御の実証に取

り組んできた。再生可能エネルギーを主要電源としつつも電力系統内での需給

バランス調整を行い、需要形成を自在とするエリアアグリゲーションの実証及

び確立を目指している。 
同社のビジネスモデルは、今後再生可能エネルギーが発電事業者レベル・需

要家レベルで同時に拡大していくとみられるパ国において有効に機能すること

が期待できるため、再エネ設備の導入見通し、需要の動向を踏まえ、パラオ型

アグリゲーションモデルの構築を引き続き検討していくことで PPUC と合意し

た。 

 
図 25 アグリゲーションモデルのイメージ 

 
2.3.5. 政策提言 

2025 年までに再生可能エネルギー比率を 45%とする目標を明確に打ち出して

いるパラオにおいて、同目標の達成を推進するための施策整備は喫緊の課題で
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（PV余剰吸収+アンシェラリー）
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ある。中央政府のレベルでは、上記目標を軸とした政策方針として、国際機関

である国際再生可能エネルギーアソシエーション（IRENA）が取りまとめた

Palau Energy Roadmap があるほか、具体的な対策優先順位をまとめたものとし

て、PPUC による Electrical Power System Prioritization Plan があるが、州レベル

で気候変動に言及した計画はまだ立案されていない。 
アイライ州には地域開発計画では、開発マスタープラン及び土地利用計画が

あり、これらにおいてアイライ州は以下の方針を示している。 
 
1. 自然資源の保護と保全  
2. 歴史的建造物の保護と保全  
3. パラオの文化遺産の永続化  
4. 住居、商業施設、レクリエーション施設が混在する活気ある街  
5. 快適で健康的、そして便利な立地の住宅地の提供 
6. 農業の振興と支援 - 自給自足の庭と大規模農園の両立  
7. 持続可能な経済成長を達成するための最適なインフラと土地の提供 

 
2023 年現在、新たな開発計画の策定が計画されており、本事業では浦添市と

の連携に基づく脱炭素化目標に関しても検討の余地があるものとして連携に至

ったところである。 
2023 年 1 月の現地調査において、アイライ州を訪問し、知事との協議の場を

得ることができた。 
アイライ州政府の組織図は以下の通りであり、職員は 50 名で、会計係や用

務員スタッフ 48 人と、州議会対応スタッフが 2 名で構成されている。 
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図 26 アイライ州組織図 

 
州の部局として開発計画を担う開発局があり、局長との面談も実現した。州

としての開発計画（5 年・10 年目標）がある中、現状州独自のエネルギー政策

はなく、方針は国レベルの検討に留まっている状況である。国の再生可能エネ

ルギー比率 45％目標達成についても、その実行は PPUC が担っているところで

あり、州の関与としては、現状、太陽光発電設備等の導入に際して、土地関係

で事業者との協議がある状況とのことであった。中央政府の再生可能エネルギ

ー比率向上の目標に則り、公用地等の提供において積極的に協力している状況

であるという。 
民家でも太陽光発電の導入が増えているところであるが、州の施設について

はまだ設置はほとんどなく、PPUC の電力価格より安価であれば導入検討余地

があるとのことで、関心を得ることができた。 
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図 27 アイライ州知事訪問の様子 

 
アイライ州に対しては、事前の資料共有を含め、都市間連携事業に関する趣

旨および浦添市の概要に関して紹介を行うとともに、自治体レベルでの脱炭素

に関する政策策定の重要性について紹介を行った。 
州としては自治体レベルでの脱炭素化に向けた取り組みについて理解を示す

とともに、再生可能エネルギー導入などにおいて、実現可能な開発の提案を歓

迎するとのことであった。 
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2.4. 都市間連携活動 
今年度の都市間連携活動として、2023 年 1 月に現地調査および関係者との顔

合わせを実施した。 
現地調査の行程を以下に示す。 
 

表 2-7 現地調査行程 

 
 
(1) 在パラオ日本大使館及び JICA パラオ事務所 
本調査に際して、在パラオ日本国大使館及び JICA パラオ事務所との意見交

換の機会を得た。本都市間連携事業に関して、パラオ国の特性から、国民にわ

かりやすい成果を意識することの重要性について示唆を得た。また、昨今パ国

市場に参入する海外企業が増えており、土地などの資源を巡り競合することも

想定されるため、大使館との情報共有により現地状況からの助言が可能である

とのコメントを得た。また、パ国においては、導入後の設備について、メンテ

ナンスとオペレーションの人材育成が持続的なビジネスの鍵であるとのコメン

トを得ることができた。再生可能エネルギーの普及やそれに伴う系統管理につ

いては大使館、JICA ともに関心のある分野であり、引き続き情報交換を継続し

ていくことで合意した。 
 

日付 曜日 活動内容

1月12日 木 24:50パラオ着

1月13日 金 JICA事務所（日本大使館同席）・アイライ州政府

1月14日 土 MAKALAL POWER STATION・現地踏査（屋根材調査等）

1月15日 日 現地踏査（屋根材調査等）

1月16日 月 コロール州リサイクルセンター・PPUC（パラオ電力公社）

1月17日 火 可倒式風力設置候補地踏査・沖縄県主催レセプション

1月18日 水 03:25パラオ発
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図 28 JICA 外観および打ち合わせの様子 

 
(2) アイライ州 
本都市間連携事業のパートナー都市であるアイライ州との協議では、知事他

開発局長らとの面談に至った。 
上述の通り、アイライ州では州独自のエネルギー計画は現状なく、国及び

PPUC の施策に基づき州の管轄である土地利用等の側面でエネルギー計画の実

現に寄与している状況となっている。停電や高い電気料金の課題に対して、再

生可能エネルギーの普及について関心があるが、州施設での導入には至ってい

ない。都市間連携事業による JCM 設備補助を想定した設備導入検討、脱炭素政

策にかかる検討について関心を得ることがき、州が有する水源取水地点への小

水力発電の導入余地についても検討の要請を得た。また、実行フェーズへの早

期移行について期待しているとのコメントがあった。 
 

  
図 29 アイライ州との面談の様子 

 
(3) マラカル発電所 
パ国の現在の基幹電源はディーゼル発電所であるが、マラカル発電所

（15MW）とアイメリーク発電所（10MW）がその大部分を担う。本調査にお

いては、より設備容量の大きいマラカル発電所を訪問調査した。 
視察したマラカル発電所での聞き取りでは、アイメリーク発電所とあわせて

常時 3 台を稼働させており、予備のエンジン 2 台は数十年前に日本の無償資金
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で導入したものである。制御装置や発電機、エンジンなど、主要な装置は日本

製であった。 
マラカル発電所では、SCADA によりアイメリーク発電所の稼働状況もモニ

タリングできるだけでなく、離島の発電状況を含め、国全体の需給状況をモニ

タリングでき、変電所の CB 等の監視制御も無線通信により可能であった。 
年間と日中の需要量共に起伏があまりないため、発電量の大幅な調整はなく

一定した供給を行っている。この点が日本との違いであり、再エネとの系統制

御の点では、15MW のメガソーラーの運転開始後は発電機の下限負荷を変更す

る予定があるなど、運用に影響があることが分かった。本調査において電力需

給バランスなどの傾向やデータを入手できたことから、これらの情報をもとに

今後系統安定化にかかる提案を進める。 
 

  

  

  
図 30 マラカル発電所視察の様子と受領した電力需給データ 

 
(4) PPUC 
本調査では、発電など公共事業を担うパラオ公共公社（PPUC）の電力担当
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者との面談を行った。都市間連携事業の概要を紹介したうえで、再生可能エネ

ルギーの普及の現状と、本事業で検討予定の書く案件に関して意見交換を行っ

た。 
再生可能エネルギーの普及が進んでいる中、系統制御の課題は大きく、

PPUC がとりまとめた Electrical Power System Prioritization Plan においてもその

対策が優先事項となっており、具体的な対策として、上章のとおり、2023 年 5
月に電力中央指令所（National Control Centre）を新たに設置予定であるとのこ

とであった。 
再生可能エネルギーの普及に関しては、パ国の一般家庭での消費電力はおお

よそ 400~450kWh で、世帯数から鑑みても、ある程度は太陽光と風力で賄える

予想であるとのことであった。この点から、PV-TPO などのスキームにより、

需要家がより手軽に太陽光発電システムが導入できるサービスが普及の加速に

つながるものと考えられた。 
パ国における太陽光パネルの現地施工業者は、複数存在するが、会社によっ

て設置対応可能規模が異なるとのことであり、施工事業者リストを受領した。 
風力に関しては、既存の調査があり、その結果 3 か所を候補地点としたもの

の、それぞれ土地、コスト等の課題から実現には時間を要する見通しとのこと

であった。本事業で洗い出した候補地については、私有地か公用地かにより対

応が異なるため、アイライ州政府などを通じて土地区分を確認することを推奨

された。 
なお、現在、PPUC は再エネの制度として 2 種類の制度を導入している。導

入内容としては従来の買電と、オフセットである。オフセットシステムはネッ

トメータリングに類似の制度であるが、各家庭・事業者が発電した電力をクレ

ジットに変換し、発電余剰量の 50％を上限として発電の翌月からクレジット分

の電気料金を割引するシステムである。クレジットの有効期限は 1 年間とのこ

とである。 
また、IPP 事業者の売電価格の設定については、入札か随意契約の 2 通りが

制度上認められているが、PPUC の上部組織である PWA（パラオ政府財務省エ

ネルギー・水管理組織）の指導では、入札ではなく IPP 事業会社と PPUC との

協議による決定が推奨されているとのことであった。この時、事業者は自社が

最安である証拠を示す必要があるという。PPUC としては、IPP 事業者は 13 事

業者あり、今後も増える可能性を考慮すると、入札による決定がより簡易な手

段であると認識しているようであった。 
PV-TPO サービスの実装にあたっては、こうした既存制度と調和を図りつ

つ、需要家のニーズに合う競争力を持った仕組みを検討する必要がある。 
PPUC と沖縄電力は協力関係を構築しているため、本事業の推進にあたって
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も引き続き情報交換をしつつ連携していくことを確認した。 
 

(5) 沖縄県友好レセプション 
本調査は、沖縄県とパラオ共和国が友好関係の強化に関する覚書の締結式典

に合わせた日程とした。本式典は、県内企業の技術をパラオに紹介するととも

に、今後の円滑な協働の取組に向け関係者間の交流を目的として開催されたも

のであり、本都市間連携事業についても沖縄県の取り組みと連携する活動とし

て関係者への紹介を行った。 
主要な参加者としては、沖縄県知事、パラオ国インフラ大臣、大統領顧問、

駐パラオ本大使、JICA 所長、沖縄県庁（農林水産部長、知事公室、水産課長

等）、琉球大学教授、沖縄県漁協組合専務、八重山漁協理事等であった。 
 

  

 
図 31 式典の様子 

 
2.5. 今後の活動方針 

今年度の調査により、現地渡航および現地カウンターパート等との関係構築

ができたことに加え、文献を含む調査結果からより具体的な事業化計画を検討
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する。また、併せてアイライ州政府との連携により、脱炭素にかかる自治体と

してのビジョン形成、発信についても引き続き後押しを進める。 
脱炭素化に向けて、再生可能エネルギーの普及を考える際、4 つの段階を経

る必要がある。すなわち、第 1 段階としてポテンシャルの高い再生可能エネル

ギーの導入があり、第 2 段階にその利用率を向上させるための系統安定化対策

の実行、第 3 段階として、限られたスペースや自家消費型の再生可能エネルギ

ー導入、第 4 段階として、より賢く再生可能エネルギーを最大限利用する段階

がある。 
パ国においては、海外の支援等により、メガソーラーの導入などが計画さ

れ、第 1 段階の普及フェーズについては見通しが得られている。一方、第 2 段

階の系統安定化については、電力中央指令所の設立や、JICA の支援によるグリ

ッド強化プログラムが進行中であるが、系統に接続される再生可能エネルギー

量によっては対策しきれない可能性も残る。パ国の政策方針である 2025 年ま

でに 45%の再生可能エネルギー比率とする計画はもとより、脱炭素化に向けて

は、第 3 段階、第 4 段階も視野に現在から取り組みを進める必要がある。 
 

 
図 32 再生可能エネルギーの普及段階 

 
 本調査により明らかとなった現状を踏まえ、上記、再エネ普及に向けた段階

を意識し、パ国における他の関連事業とも調和する形で本事業の実現を検討し

ていくこととする。達成に向けた計画は下図のイメージであり、他の事業を含

めた全体の再生可能エネルギー普及状況の把握が重要となる。 
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図 33 再生可能エネルギー導入目標達成に向けた計画イメージ 

 
こうした取り組みを後押しする政策的裏付けとして、浦添市の計画や沖縄電

力との連携協定に基づく自治体施設の脱炭素化への取り組みなどについて、ア

イライ州にもその意義や必要性を引き続き紹介し、技術と施策が一体となる形

での支援を今後も進めていく考えである。 
 
本調査でのパラオ現地の実状を踏まえて、今後 3 か年における当事業の取組

計画は、以下の工程を目途として進めていく想定である。各事業ともに現地と

の連携により円滑な調査を実施し、次年 2023 年度には実装フェーズを見据え

た効果検証を実施できる段階としたい考えである。なお、今後の取組計画を下

記、及び資料１-P12 に示す。 

2020年 2025年目標

再生可能エネルギー導入達成に向けたプラン

再エネ ディーゼル

45%

55%

3%

97%ディーゼル

再エネ（PV）

ディーゼル

再エネ（PV）
可倒式風車
PV-TPO

エネルギー
サービス

エリア
アグリゲーション
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図 34 今後の事業項目別の取組計画 

以上 
  

Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4 Q1 Q2 Q3 Q4

1)
①

a. 適合地点調査
b. 地点情報収集
c. 体制構築

②
a. CO2排出削減効果
b. コスト試算
c. 経済性、投資回収分析

2)
①

a. 適合地点調査
b. 地点情報収集
c. 体制構築

②
a. CO2排出削減効果
b. コスト試算
c. 経済性、投資回収分析

3)
①

a. 適合地点調査
b. 地点情報収集
c. 体制構築

②
a. CO2排出削減効果
b. コスト試算
c. 経済性、投資回収分析

4)
①

a. 統合するエネルギー種別の調査
b. 統合及び制御方法の検討
c. 体制構築

②
a. CO2排出削減効果
b. コスト試算
c. 経済性、投資回収分析

1)
① 浦添市の取組とアイライ州の計画策定方針の共有（オンラインを想定）
② 計画策定にかかる参考情報のとりまとめと提示

1)
2)
3)
4)

1)
2)

効果検証

実現可能性調査

報告会
報告書作成・提出

現地調査（オンラインでも接続）
現地関係者向けワークショップ（オンラインを想定）
環境省指定の会議での発表（調査対象国における国際会議）
環境省指定の会議での発表（国内向け都市間連携事業に関する会議）

3. 報告会・報告書作成

効果検証

実現可能性調査

効果検証

FY2022 FY2023 FY2024

2. 現地調査・セミナー

浦添市による取組の共有および開発計画策定支援

1. 応募事業事業化に向けた取組

1.2 開発計画策定支援

調査項目

第三者所有型の太陽光パネルおよび蓄電池無償設置サービス（PV-TPO）

1)～3)技術/サービスの導入を見据えた系統安定化

1.1 事業調査

可倒式風力事業

対象サイト特定

効果検証

対象サイト特定

商業施設、公共施設向け高効率空調、給湯機器導入（エネルギーサービス）、水素製造
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資料１ 都市間連携事業に係る現地協議用資料（JANUS 資料） 
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資料２ 浦添市とアイライ州の都市間連携について（JANUS 資料） 
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資料３ 再エネ普及策について（シードおきなわ資料） 
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